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八頭町児童発達支援センター利用者負担金軽減事業の実施に係る協定書

　八頭町(以下「甲」という。)と(児童発達支援センター名)　(以下「乙」という。)は、八頭町児童発達支援センター利用者負担金軽減事業(以下「事業」という。)の実施について、次のとおり協定を締結する。

　(趣旨)
第1条　この協定は、八頭町児童発達支援センター利用者負担金軽減事業実施要綱(以下「要綱」という。)に基づく事業の実施に当たり、甲と乙の事務分担等について必要な事項について定め、もって円滑な事業の実施を図ることを目的とする。

　(広報への協力)
第2条　甲と乙は、甲の実施する事業が円滑に実施できるよう、施設の利用者等に対し、積極的に事業の広報に努めるものとする。

　(軽減対象者の連絡)
第3条　乙は、施設の利用者の中で、事業の対象となると思われる障がい児がいる場合には、保護者に甲に対する施設利用者負担金軽減申請を勧めるとともに、保護者の同意を得た上で、当該保護者の住所、氏名、電話番号等を甲に連絡するものとする。

　(軽減決定者の連絡)
第4条　甲は、軽減決定を行った場合には、軽減対象者の氏名、障がい児の氏名、軽減区分その他必要と認められる事項を乙に通知するものとする。

　(利用者負担金の軽減事務)
第5条　乙は、前条の通知及び保護者からの軽減決定通知書の提示があった場合には、当該保護者の利用者負担金を軽減するものとする。
2　前項の利用者負担金の軽減は、償還払いではなく、利用者負担金の請求時においてあらかじめ利用者負担金を軽減する方法により実施するものとする。
3　乙は、軽減の状況について、適切に記録・管理するとともに、要綱の定めに従い、甲に情報提供を行うものとする。

　(費用負担)
第6条　乙は、前条の利用者負担金の軽減に要した額を、10月(4月から9月の利用に係る軽減額)及び翌年4月(10月から翌年3月の利用に係る軽減額)に甲に請求するものとする。

　(その他)
第7条　この協定書に定めのない事項については、要綱によるとともに、要綱に定めがない事項については、その都度、甲と乙で協議を行い定めるものとする。

　上記協定の締結を証するため、この協定書2通を作成し、両者記名押印の上、各自その1通を保有する。
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